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内容 支援策 交付金等 交付対象事業 所管
官庁 支援先 詳細（ウェブサイト）

流出抑制
対策等

雨水貯留浸透施設
・各戸貯留
・池沼及びため池 等

交付金 流域貯留浸透事業
一級河川又は二級河川の流域内において、
貯留若しくは浸透又はその両方の機能を持つ施設の整備 国交省

地方公共団体
（都道府県、市町村等）

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p
df
※交付対象事業の要件P370参照

雨水貯留浸透施設
（特定都市河川浸水被害対策法
に基づき指定された特定都市河
川流域内において同法第９条に
基づく対策工事として設置した
もの）

税制
特例

特定都市河川浸水被害対策法に規定する
雨水貯留浸透施設に係る特例措置
（固定資産税）

特定都市河川流域において、特定都市河川浸水被害対策法に
基づく対策工事として設置される雨水貯留浸透施設を設置した場合、
対策工事として設置される雨水貯留浸透施設の償却資産部分について
固定資産税の課税1/2～5/6に軽減 国交省

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/us
ui/usui_h27-
3.pdf

地方公共団体が助成する
雨水流出抑制施設等 交付金 新世代下水道支援事業

水循環を良好な状態に維持・回復する施策を支援していくため、
または雨天時に公共用水域に流入する汚濁負荷の削減を図るための
下水道施設の整備

国交省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p
df
※交付対象事業の要件P84参照

・雨水貯留浸透施設
地方公共団体が助成する
透水性舗装、防水ゲート、
止水板等

交付金 下水道浸水被害軽減総合事業

内水浸水リスクの高い地区等において、
下水道浸水被害軽減総合計画に基づきハード・ソフト含めて総合的に
実施する都市浸水対策 国交省

地方公共団体
（都道府県、市町村等） https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p

df
※交付対象事業の要件P71参照

雨水貯留浸透施設 補助金 防災・省エネまちづくり緊急促進事業
市街地再開発事業等において、防災機能向上等の緊急的な政策課題に
対応した、質の高い施設建築物の整備
（浸水対策のための雨水貯留浸透施設を設置すること等）への支援

国交省地方公共団体
民間事業者

https://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/content
/001339249.pdf

雨水の貯留・浸透に資する
グリーンインフラの整備・
保全を促進

交付金 グリーンインフラ活用型都市構築支援事業
官民連携による自然環境の多様な機能を活用した防災・減災対策を促進す
るため、防災・減災を目的とする事業を重点的に支援 国交省地方公共団体

民間事業者
https://www.mlit.go.jp/toshi/park/content/0013
97159.pdf

土地利用・
住まい方の
工夫

二線堤整備
家屋移転 交付金 総合流域防災事業

（洪水氾濫域減災対策事業）

流域単位を原則として、包括的に水害・土砂災害対策の施設整備等
及び災害関連情報の提供等のソフト対策を実施する事業 国交省地方公共団体

（市町村）

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pd
f
※交付対象事業の要件P413参照

宅地嵩上げ

交付金 土地区画整理事業

立地適正化計画に位置付けた防災対策として実施する
土地区画整理事業について、一定の要件を満たす場合に、
土地の嵩上げ費用を都市再生区画整理事業の補助限度額へ算入可能

国交省地方公共団体
https://www.mlit.go.jp/crd/city/sigaiti/shuhou/

kukakuseiri/
kukakuseiri01.htm

交付金 宅地嵩上げ安全確保事業
大規模な豪雨災害による浸水被災地で、家屋の集団移転が困難等の要件を
満たす地区について、同程度の出水に対する安全性を確保するため、
河川施設整備との整合を図った上で行う宅地と公共施設の一体的な嵩上げ
を支援

国交省地方公共団体

交付金 災害危険区域内建築物防災改修等事業
（住宅・建築物安全ストック形成事業）

災害危険区域を指定しやすい環境整備及び区域内における
既存不適格建築物の安全性向上のため、災害危険区域に存する
既存不適格構造物について、建築制限に適合させる改修費等の一部を
補助する地方公共団体に支援を行う。

国交省地方公共団体
社会資本整備総合交付金交付要綱P358
(※最新版はHPにリンクなし)

二線堤、浸水防止施設等 交付金
総合治水対策特定河川事業
（都市水防災対策事業）

人口の集中の著しい大都市の地域に係る一級河川又は二級河川の
想定氾濫区域であって、次の全ての要件に該当する地区で実施される
一連の氾濫流制御施設を行う事業

国交省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p
df
※交付対象事業の要件P48参照

二線堤保全 税制
特例 浸水被害軽減地区の指定に係る特例措置

浸水被害軽減地区の指定を受けた土地の所有者に対し、
当該土地に係る固定資産税及び都市計画税を減免 国交省

https://www.mlit.go.jp/page/content/0013201
78.pdf
※P30参照
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表 流域治水対策等の主な支援事業（2/3）
内容 支援策 交付金等 交付対象事業 所管

官庁 支援先 詳細（ウェブサイト）
土地利用・
住まい方の
工夫

災害ハザードエリアからの
移転

補助金 都市構造再編集中支援事業 病院・福祉施設等の都市機能誘導施設の自主的移転を促進するため、
市町村や民間事業者等が行う施設整備等 国交省

地方公共団体（市町村等）
民間事業者等

https://www.mlit.go.jp/toshi/content/00135952
2.pdf

補助金 防災集団移転促進事業
住民の生命等を災害から保護するため、住民の居住に適当でないと
認められる区域内にある住居の集団的移転を促進することを目的として、
市町村が行う住宅団地の整備等

国交省
地方公共団体（市町村） https://www.mlit.go.jp/toshi/content/0013384

98.pdf

補助金
集約都市（コンパクトシティ）
形成支援事業

立地適正化計画において防災対策が位置づけられた居住誘導区域外の
災害ハザードエリアから、居住誘導区域内への居住機能の移転促進に
向けた調査・評価を実施する事業

国交省地方公共団体 https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_0
00054.html

交付金
がけ地近接等危険住宅移転事業 がけ崩れ、土石流、雪崩、地すべり、津波、高潮、出水等の危険から

住民の生命の安全を確保するため、災害危険区域等の区域内にある
既存不適格建築物等の移転を行う者に対し補助金を交付する
地方公共団体に支援を行う。

国交省地方公共団体 社会資本整備総合交付金交付揚網P358
（※最新版はHPにリンクなし）

交付金

小規模住宅地区改良事業 不良住宅※が集合すること等により生活環境の整備が必要とされる地区に
おいて、地方公共団体により、不良住宅の除却、従前居住者向けの
住宅（小規模改良住宅）の建設、生活道路又は児童遊園等を整備する事業
等に対し支援を行う。
※地方公共団体が移転勧告等を行った住宅や
災害で著しく損傷した住宅も該当

国交省地方公共団体 小規模住宅地区等改良事業精度揚網
（※最新版はHPにリンクなし）

立地適正化計画の作成 補助金
集約都市（コンパクトシティ）
形成支援事業

立地適正化計画において防災対策が位置づけられた居住誘導区域外の
災害ハザードエリアから、居住誘導区域内への居住機能の移転促進に
向けた調査・評価を実施する事業

国交省地方公共団体 https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_0
00054.html

避難通路等の整備 交付金 市街地再開発事業等 市街地再開発事業等における防災関連施設を含めた共同施設の整備
避難路の整備 国交省地方公共団体等 https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p

df
緊急避難場所・避難路等の
整備 交付金 都市防災総合推進事業

避難地・避難路等の公共施設整備や住民の防災意識の向上等を推進し、
防災上危険な市街地における地区レベルの防災性の向上を図る取り組みを
支援

国交省地方公共団体 https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_tk_00
0008.html

内水対策 下水道施設（雨水管、雨水
ポンプ、雨水貯留施設等）
の整備、耐震化、耐水化

交付金 通常の下水道事業 公共下水道、流域下水道又は都市下水路の設置又は改築に関する事業 国交省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p
df
※交付対象事業の要件P67参照

交付金 下水道浸水被害軽減総合事業
（再掲）

内水浸水リスクの高い地区等において、下水道浸水被害軽減総合計画に
基づきハード・ソフト含めて総合的に実施する都市浸水対策 国交省

地方公共団体
（都道府県、市町村等）

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p
df
※交付対象事業の要件P71参照

交付金 都市水害対策協働事業
下水道事業と河川事業とが連携・共同して行う、
相互の施設をネットワーク化するための管渠、ポンプ施設等の整備 国交省

地方公共団体
（都道府県、市町村等）

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p
df
※交付対象事業の要件P77参照

交付金 新世代下水道支援事業
（再掲）

水循環を良好な状態に維持・回復する施策を支援していくため、
または雨天時に公共用水域に流入する汚濁負荷の削減を図るための
下水道施設の整備

国交省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p
df
※交付対象事業の要件P84参照

補助金 特定地域都市浸水被害対策事業
（下水道防災事業費補助）

「特定地域都市浸水被害対策計画」に基づき、
地方公共団体による下水道施設の整備、
民間事業者等による雨水貯留施設等の整備の支援を行う事業。

国交省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）
民間事業者等

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/us
ui/usui_h27-1.pdf

補助金 下水道床上浸水対策事業
（下水道防災事業費補助） 大規模な再度災害防止のための下水道施設の整備 国交省

地方公共団体
（都道府県、市町村等）

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei
/usui/usui_h27-1.pdf

補助金 事業間連携下水道事業
（下水道防災事業費補助） 河川事業と連携して実施する下水道施設の整備 国交省

地方公共団体
（都道府県、市町村等）

補助金 大規模雨水処理施設整備事業
（下水道防災事業費補助） 雨水処理を担う大規模な下水道施設の整備 国交省

地方公共団体
（都道府県、市町村等）

避難路の確保・アンダーパ
ス等避難路浸水対策 交付金 都市防災総合推進事業（再掲） 指定避難路の整備、嵩上げ、ポンプ設置等による排水対策（避難路確

保）について支援可能 国交省
地方公共団体 https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_t

k_000008.html
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内容 支援策 交付金等 交付対象事業 所管
官庁 支援先 詳細（ウェブサイト）

その他

ハザードマップ作成
交付金 効果促進事業

基幹事業（流域内のハード対策等）と一体となったソフト対策として、
ハザードマップの作成・印刷を支援するもの。 国交省 地方公共団体

（市町村）

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.p
df
※交付対象事業の要件P462参照

交付金 都市防災総合推進事業（再掲） 住民の防災意識の向上等を推進し、防災上危険な市街地における
「地区レベル」の防災性の向上を図る取り組みを支援 国交省 地方公共団体 https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_t

k_000008.html

100mm/h安心プラン －
本プランを策定することにより、
・交付金重点配分対象
・流域貯留浸透事業の交付要件緩和等

＜策定主体＞
市町村および河川管理者、下水道管理者等 国交省

＜策定主体＞
市町村および河川管理者、
下水道管理者等

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/main/100m
m/

水害時の避難者への対応
（地方公共団体と水害時の
避難者の受入協定を締結す
るオフィスビル、商業施設、
マンション等）

補助金

地域防災拠点建物整備緊急促進事業
・一時避難場所整備緊急促進事業

避難者の受け入れに付加的に必要なスペースや防災備蓄倉庫、
電気設備（設置場所の嵩上げ含む）、止水板等の整備に対する支援

国交省

地方公共団体
民間事業者

制度要綱
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/co
ntent/001402797.pdf
交付要綱
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/co
ntent/001402798.pdf

土砂災害関係 交付金 住宅・建築物安全ストック形成事業
（土砂災害関係）

土砂災害特別警戒区域内の既存構造物であって、土砂災害に対する構造
耐力上の安全性を有していないものに対して、回収に必要な費用を支援 国交省

地方公共団体 社会資本整備総合交付金交付要綱P350
(※最新版はHPにリンクなし)

水田の
活用

地域資源の質的向上を図る
活動の支援 交付金

多面的機能支払交付金 地域資源の基礎的保全活動等の多面的機能を支える共同活動や、
地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の長寿命化のための活動を支
援する。

農水省
農業者で構成される組織

水田の雨水貯留機能の強化 交付金 現在支援対象となっている田んぼダムの取組に対して、一定の取組面積
等の要件を設けた上で、加算措置を創設する、

農水省 農業者

農地中間管理機構等による担い
手への農地集積・集約化
農業の高付加価値化

交付金
農業競争力強化農地整備事業 担い手が利用する面積が全農地面積の８割となるよう農地集積を推進

基盤整備完了区域（水田）における作付面積（主食用米を除く）に占め
る高収益作物の増加

農水省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

ため池・
排水施設の
活用

防災・減災対策に関わる計
画の策定
農業用施設等の整備

交付金
農村地域防災減災事業 地域の防災減災対策に必要な諸条件に関する調査・農村地域防災減災総

合計画の策定等を支援
自然的、社会的要因で生じた農業用施設等の機能低下の回復や災害の未
然防止を図る整備、農済機能を維持するための長寿命化対策の支援

農水省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

ハード対策
ソフト対策 補助金

防災重点農業用ため池緊急整備事業 ため池の改修、附帯施設の整備などを支援する。
ため池の劣化状況評価、自身・豪雨耐性評価、管理・監視体制の強化等
のソフト対策について支援する。

農水省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

農業生産基盤整備
農村振興環境整備

中山間地域農業農村総合整備事業 農業生産を支える水路やほ場等の基盤整備と生産・販売施設等の整備を
一体的に実施 農水省

地方公共団体
（都道府県、市町村等）

基盤整備や農山漁村の防
災・減災対策の支援 交付金 農山漁村地域整備交付金 地域の実情に応じて農山漁村地域整備の目標を記載した農山漁村地域整

備計画を作成し、これに基づいた事業実施を支援する。 農水省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

農業用ダム
の
活用

施設の維持管理費助成
（大規模で公共・公益性の高い
国営造成施設）

補助金
基幹水利施設管理事業 公共・公益性に鑑み、地方公共団体が管理している施設について、国が

維持管理に係る経費の一部を助成する。 農水省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

国営造成施設の管理に関す
る各種支援 補助金

水利施設管理強化事業 各施設の役割に応じた支援を行う。
対象施設：管理強化計画に基づき土地改良区が管理する国営及び国営附
帯県営造成施設、洪水調節機能強化に取り組む農業ダム等

農水省
地方公共団体
（都道府県、市町村等）

森林整備 森林の整備・保全 補助金
水源林造成事業 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施すること

で、樹木の成長や下層植生の繁茂を促し、森林土壌等の保水力の強化や
土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進

森林
整備
ｾﾝﾀｰ

土地所有者
造林者予定者 https://www.green.go.jp/zorin_jigyo/pdf/zouse

i_pamphlet.pdf?210730
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